
申請関係質問票（様式１２）に対する回答 

  
令和６年８月２１日  

施設名：まちづくり市民交流プラザ 

 

〇指定管理業務仕様書について 

No. 頁 質 問 回 答 

１ ２ ２ 指定管理者が行う業務の範囲  

（１） 市民交流プラザの事業の実施に関すること 

   ウ 生涯学習及び市民活動に関する講座の開催  

 （ア）マルチメディア実習室やマルチメディアスタジオを 

活用した講座の開催（年 5 講座以上、延べ 44 時間以上）、 

（イ）マルチメディア実習室を活用した、ＩＣＴボランティア

等によるＩＣＴ 個人学習支援事業、又はＩＣＴボラン

ティア育成事業の開催（年 30 回以上、延べ 90 時間以

上） 

とありますが、（ア）（イ）の項目のみ延べ時間数の記載がある 

理由をご教示願います。  

また、（ウ）（エ）（オ）と同様に、（ア）（イ）と合わせて年

134 時間以上とすることは可能かをご教示願います。  

まちづくり市民交流プラザ

の特色であるマルチメディア

実習室とマルチメディアスタ

ジオの確実な有効活用を継続

するため、(ア)(イ)について

は、現指定管理期間（令和 2

年度～令和 6年度）の業務仕

様書同様、延べ時間数を記載

しております。 

また、（ア）（イ）はそれぞ

れ別の講座であることから、

仕様書通り(ア)(イ)それぞれ

の延べ時間数で設定をお願い

いたします。 

２ ３ （２） 市民交流プラザの使用の許可に関すること 

ア 施設の使用許可等    

（イ）無料施設（フリースペース、作業室及びラウンジ） 

   フリースペースの一部（個人学習席）及びラウンジは個人

での利用を認め、施設の提供にあたっては、使用者の平

等な使用を確保すること 

とありますが、フリースペースの一部を個人学習席としての利 

用については、指定管理者が提案する内容であると考えます。 

仕様書に記載する理由はどのようなことか、ご教示願います。  

  

 本施設は団体、グループで

の利用を原則としています

が、例外として、生涯学習に

は個人での学習が含まれるこ

とから、フリースペースの一

部を個人学習席として利用す

ることについては、当施設の

設置目的の 1つである生涯学

習の支援を担保するために必

要な業務であると考えます。

つきましては、フリースペー

スの一部を個人学習席として

利用させることは、指定管理

者の業務として実施願いま

す。ただし、その広さや仕

様、配置等について提案があ

れば、記載願います。 

３ ４ エ 案内業務等 

 （ア）指定管理者は、使用者が行う諸届出について、必要な助

言を行うこと 

とされていますが、必要な助言を行うとは具体的にどのような

ことを行うのか、ご教示願います。  

 諸届出の記載方法や受付期

間等について具体的に説明し

たり、使用者から質問があっ

た場合に必要な助言を行うこ

と等を想定しております。 



４ ６ （５）市民交流プラザの施設及び設備の維持管理に関すること  

ア 施設及び設備等の維持管理に関することア 施設及び設備

等の維持管理  

（ア）留意事項 

ｃ 指定管理者は、設備の性能・機能保持のため、外観点検、

機能点検、機器動作特性点検、整備業務など、法定点検等を

適切に実施すること。その際、故障などの発生や短期間のう

ち に故障が発生すると見込まれる場合は、速やかに修繕工事

を行うこととされています。  

３ リスク分担（Ｐ13 記載）にある「大規模な修繕は基本的

には本市の負担とするが、指定管理者による修繕も可能とす

る」の内容が適するものは広島市の負担になるのではない

か、ご教示願います。  

また、当該施設・設備の故障・不具合により利用者に対して

損害を与えた場合、指定管理者は「施設・設備の維持管理の

不備」を問われ、賠償責任を負うことになるのでしょうか、

ご教示願います。 

 

「大規模な修繕は基本的には

本市の負担とするが、指定管

理者による修繕も可能とす

る」について、指定管理者に

より実施した修繕について

は、指定管理者の負担となり

ます。 

 また、来館者の事故等が発

生した場合、現行指定管理に

おける基本協定書のリスク分

担と同様に、本市の施設等の

設置瑕疵に係るものについて

は、基本的には指定管理者の

加入する施設賠償責任保険に

より対応するものとします。

上記以外については、指定管

理者の負担となるため、自己 

の責任において、各種保険の

加入等の対策を取っていただ

くこととなります。 

５ ６ （イ）市民交流プラザの維持管理 

 業務内容に関する詳細は応募説明会で配布するとあります

が、7 月 24 日に開催された応募説明会で配布されませんで

した。配布についてご教示願います。 

前回指定管理者選定応募説

明会においては、参考資料と

して維持管理業務の仕様書を

配付しておりましたが、前回

指定管理者より、現行の業務

仕様書の中には指定管理者側

で工夫を行っている部分もあ

り、公開することが適当では

ないのではとの意見があり、

当課で検討した結果、今回は

配付を行わないこととしまし

た。 

仕様書の該当部分について

は削除すべきでしたが、失念

しておりましたので仕様書の

該当部分について削除いたし

ます。 

６ 11 （６）その他市長が定める業務  

  エ 利用促進業務 

   ④若年層の利用者を増やす取組などについて、実効性のあ 

る有効な策や事業を企画、実施すること 

とされており、指定管理業務仕様書 新旧対照表（P11 記載）

に来館者の年齢構成比が高齢者に偏っているため追加とありま

すが、来館者の年齢構成比の資料提示と若年層はどの年代を示

すのか、また若年層の利用者を増やすねらいをご教示願いま

す。 

 来館者の年齢構成比につい

ては当課が令和 5年度に実施

した別添『まちづくり市民交

流プラザアンケート集計結

果』を基にしております（19

歳以下 7.5％、20歳代

3.3％、30歳代 3.0％、40歳

代 5.7％、50歳代 14.6％、60

歳代 20.1％、70歳以上

38.0％）。 

若年層とは、総務省の統計

資料においては 15～34歳ま

でとされておりますが、当課



においては 10～30歳代と考

えております。 

本施設の令和 5年度報告に

おける事業アンケートによる

と、「余暇活用相談会」をは

じめ高齢者向けの事業が充実

しており参加率も高い一方、

子育て世代を中心とした若年

層の事業への参加率は低い状

況であり、2階に常設してい

るラウンジ（託児スペース）

の利用は年間 6回に留まって

います。 

本施設の設置目的や立地条

件を踏まえると、高齢者に限

らず、幅広い年代の事業参加

や施設の利用促進が課題であ

ると考え、今回の公募に当た

り、若年層の利用促進策を提

案内容に追加しました。 

７ 12 ４ リスク分担 

  「物価の変動」「需要の変動」は指定管理者のリスク分担と

なっていますが、世界情勢の不安定な状況下における現在で

は、物価や人件費が５年前と比べ高い上昇率となっており、今

後もさらなる上昇が見込まれます。こうした物価変動リスクや

予想される人件費の上昇をどのように見込まれて指定管理料の

上限額を算定されているのかご教示願います。また、応募要領

（P4）６(1) 指定管理料の上限額にあります「一定程度の物価

上昇を見込んだ額」を大幅に上回った場合の対応についてご教

示願います。 

 人件費の上昇及び物件費の

上昇については、日本銀行が

「物価安定の目標」を消費者

物価の前年比上昇率を 2％と

定めていることや、昨今の物

価上昇の状況を踏まえ、令和

5年度決算額を基準として毎

年度 2％の上昇を見込んでい

ます。 

また、指定管理料の上限額

の設定に当たっては、これま

での管理の実態や今般の物価

上昇を踏まえたものとしてい

ますが、社会経済情勢の変化

などにより、更に物価が上昇

するなどの状況になれば、消

費者物価指数の状況などを踏

まえながら、指定管理者の選

定時に予見できる範囲を超え

るものかを検討の上、追加措

置等を行うかどうかを判断し

ます。 

８ 13 ４ リスク分担 

  ※大規模な修繕は１件当たりの費用が原則１００万円以上の

ものとし、これに該当するか否かは施設の規模等により、個別

に本市が決定するとありますが施設の規模等とは具体的にどの

ようなことか、ご教示願います。  

 

 施設の面積・規模等により

考慮する場合があることを想

定していますが、現状で具体

的な参考事例はありません。 



９ 13 ５ 自主事業  

 （２）利用者の利便性の向上のための自主事業を実施    

イ 備品の設置 

     利用者の利便を図るため、可能な限り備品の対応をお願

いする 

とありますが、これは指定管理者が提案する内容であると考え

ます。具体的にどのようなことをお願いされるのか、ご教示願

います。  

 

 仕様書 13ページに記載し

た「令和 6年度に現在の指定

管理者が設置している備品」

は、利用者の利便を供するた

めに必要なものと考えていま

す。これら備品の継続使用を

基本として、可能な限り備品

の対応をお願いします。 

10 16 ６ 職員配置、研修等  

 （２）研修 

    カ 個人情報の保護について、広島市個人情報保護条例を

遵守するよう、職員に周知・徹底を図ることとされています

が、個人情報の保護に関する法律及び広島市個人情報の保護に

関する法律施行条例（P1 １管理運営に関する基本的事項(2)に

記載）を示すのか、ご教示願います。 

お見込のとおりです。 

11 18 １１ その他  

  （３）国旗、市旗等の掲揚及び降納 

    場合により、本市が指示する日時に外国旗等の掲揚、降納

を行うこととされていますが、外国旗を掲揚、降納を行うとき

はどのようなときを示すのか、また外国旗の購入及び配布があ

るのか、ご教示願います。   

現状で具体的な参考事例は

ありませんが、例えば、外国

の要人を招いた大規模行事を

本施設で実施する場合などが

想定されます。その際の外国

旗の用意に係る費用負担につ

いては、基本協定書リスク分

担表に基づき判断いたしま

す。 

12 様

式

４ 

｜ 

３ 

（様式４－３ 別紙１）   施設管理運営実績  

  ア 施設管理運営実績  

  施設概要にあります生涯学習支援施設、市民活動支援施設に

ついてそれぞれどのような施設を表し、それぞれどのような施

設が該当するのか、ご教示願います。 

 都市により施設の名称や形

態は異なりますが、本市では

公民館、図書館、区民文化セ

ンター等が想定されます。施

設の目的や事業内容を踏まえ

て御判断ください。 

13 様

式 

１ 

７ 

（様式１７）指定管理実績調書  

３ 利用促進に関する取組について  

（２）利用者数等の推移  

「施設を所有している自治体から利用者数等の評価を受けてい

る場合は、評価時の単位（人、％等）で記載してください。」

とありますが、評価とは具体的にどのような評価を示すのか、

ご教示願います。 

 本施設では利用促進に係る

基準値（利用者数）が該当し

ます。その他の施設や他都市

の場合は、当該施設や都市の

評価基準に当たる数値（例え

ば、利用者数、利用率等）を

記載してください。 



 

〇基本協定書（案） 

14 6 基本協定書（案） 

 人事の異動時についての事前報告  

  第２９条 乙は、本施設の管理に従事する者を異動しようと

するときは、事前に甲に報告するものとする。この場合におい

て、本業務の実施に著しい支障が生じると甲が認めるときは、

異動の見直しを求めることがある 

とありますが、どのようなときに見直しを求めるのか、ご教示

願います。 

まちづくり市民交流プラザ

の設置目的に即した施設運営

を行うためには、市民の交流

とまちづくり活動に関する識

見と経験を有し、事業を実施

するための専門的な知識及び

実務能力を有する専門職員の

配置が必要であると考えてい

ます。本条は、異動により専

門職員が不在となる場合や、

業務に支障が生じるような大

幅な減員がある場合等を想定

しています。 
 

15 別

紙

6 

（別紙６）リスク（不可抗力によるものを除く。）分担一覧表   

維持管理業務 

維持管理コストリスク内容（維持管理コストの増大・減少に

ついて、物価・金利、需要の変動等）の負担者で乙が〇になっ

ていますが、全て乙が負担するのか、また施設等損傷リスク内

容（事故・火災等によるもの【甲の責めによるものを除く。】）

について、基本的に乙が対応するとありますがどの範囲を乙が

負担するのか、ご教示願います。 

維持管理コストリスク内容

（維持管理コストの増大・減

少について、物価・金利、需

要の変動等）については、指

定管理者のリスクとしていま

す。ただし、この基本的なリ

スク分担の定めによらず、不

可抗力により指定管理者に損

失や増加費用が発生した場合

は、本市と指定管理者で協議

を行い、合理性の認められる

範囲で本市が負担することと

しています。 

施設等損傷リスク内容（事

故・火災等によるもの【甲の

責めによるものを除く。】）に

ついては、建物の火災保険の

加入は本市が行いますが、そ

れ以外は指定管理者で対応す

るものとします。 

 

 


